
策定状況  

018年度末までの策定済み市町村は、3害Il（策定予定を含めると6割）で、特に町村部の策定が進んでいない。   
都道府県は8．5割が策定済み。7都道府県が策定未定。   

○ 策定委員に住民からの公募委員を募る、地区ごとに住民参加で計画を策定し市町村計画と連動させる等の手   
法がとられている。   

○策定が遅れている理由としては、①市町村合併と時期が重なった、②義務計画である介護保険事業計画、障   
害者計画等と策定時期が重なっていた（特に町村部では体制が確保できなかった）、③義務計画でない、④策   
定による補助金優遇等のメリットがない、策定しなくてもペナルティがない など  

O「相談、サービスを総合化する」「相談しやすい窓   

口にしていく」「住民の福祉活動を支援する」等が謳   
われているが、具体化方策については明示されて   
いない計画も多い。   

○ 調査が実施されているものの、福祉活動に参加し   
たいかといった意識調査が主で、具体的な生活課   

題の把握、分析が十分でないため、課題の解決方   
策を示すに至っていない。   

○ 住民の関心の高いひとり暮らしの安否確認等の高   

齢者関係の課題が中心で、】孤立死や彿掴死、差別   
偏見等の深刻な問題、地域の少数者の問題を取上   
げているものは少ない。  

○ 小地域活動のエリア、地域包括支凍センターのエ   

リア等各エリアの設定について調整することができ   

た。   

○体制整備、拠点整備につながった。   

○ 庁内横断的な検討委員会の開催により関係各課   

の地域福祉や住民参加に関する理解が深まり、連   
携関係の基盤作りになった。   

○ 住民が地域の課題に気づき、住民が取り組む新た   

な活動やサービスが生まれた。  

地域の要支援者、とりわけ少数者の問題の把握と支援について明確に位置づけ取り組みを  

進める必要。  

○住民懇談会や意識調査の実施のみでは把握しにくい少数者の問題把握と支援を地域福祉計   
画に明確に位置づける必要。  

・当研究会により明らかになった地域の要支援者（地域から孤立したり排除される人々、自  

ら助けを求めようとしない人々等）の声なき声をくみあげる仕組み。  

・地域の要支援者を把握する仕組みづくりと要支援者の日常での生活変化を察知する見  

守りの仕組みづくり。   

○ これら地域の問題や要支援者の発見方策を国の支援策として提示。  
例）・実態調査やマップづくりの手法、具体例の収集と提供。  

1指針を通知。   

○ 要支援者を支援する住民福祉活動を自律性を損なわないよう支援する仕組みが必要。  

これら住民活動が機動的、即応的で、継続性の担保されたものとするため、住民活動の  
計画策定を推進し、その計画と財源がリンクする仕組みづくり。  
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要接謹書の支援万葉について  

市町村地域福髄計画に盛り込む事項  

1要援護者の把握に関する事項  

○ 要援護者の把握方法  

2 要援護者情報の共有に関する事項  

○ 関係機関間の情報共有方法  

○ 要援護者情報更新のための方法  

3 要援護者の支援に関する事項  

○ 日常的な見守り活動や助け合い活動の推進方策  

○ 緊急対応に備えた役割分担と連絡体制づくり   
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個人情報保護との関係について  

○ 個人情報を他の関係機関と共有するための方式  

①手上げ方式   

要援護者登録制度の創設について広報・周知した後、自ら要援護者   
名簿等への登録を希望した者の情報を収集する方式   

② 同意方式   

要援護者に直接働きかけ、必要な情報を収集する方式   

③個人情報保護条例で明記する方式   

地方公共団体の個人情報保護条例 において、保有 個人情報の目的   

定を整備することにより、要援護   外利用・第三者提供を可能とする規   

者本人から同意を得ない場合であっても、個人情報を他の関係機関と   
の間で共有できる方式。  

J好庶人脚庇護条例にお〝るβ桝朋・屠三者窟銘がす膨とさわる脚   

領以ガの者仁虜相人ぼ静香題鎖す名ことカ切ら一かに本人の舶と謬めら力   
感とまノ  

事前・事後の両面にわたって計画策定における手続き上の住民参加を保障。  

○ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらか   

じめ、住民、社会福祉を目的とする事業を経営する著その他社会福祉に関する   

活動を行う者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、その内容   

を公表するものとする。（第107条）  

・地域福祉推進のためには、地域住民や事業者、ボランティア団体等が、地域の実情  

に応じて限られた資源を有効に活用しつつ、その地域における福祉の水準をどのよう  

に設定していくかについて幅広い合意を形成することが必要であること。  

・地域住民や事業者、ボランティア団体等は、相互に協力して、地域福祉の推進に努め  

るべき責務が規定（第4条）されていること。  

⇒上記から、地域福祉計画策定において、住民参加が不可欠。  

○ 都道府県は、都道府県地域福祉支援計画を策定し、又は変更しようとするときは、   

あらかじめ、公聴会の開催等住民その他の者の意見を反映させるために必要な措   

置を講ずるとともに、その内容を公表するものとする。（第108条）  
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市町村地域福祉計画（第107条）  

次に掲げる事項を一体的に定める計画   

1地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項  
○ 目標の提示（ニーズ調査、サービスの点検、緊急性や目標量の設定）  
○ 目標達成のための戦略  

・相談支援体制の整備  

・必要なサービスを利用できる仕組みの確立  

・サービスの評価等による利用者の選択の確保  

・サービス利用に結びついていない要支援者への対応  

○ 利用者の権利擁護（適切なサービス利用を支援する仕組み   

2 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項  
○ 多様なサービスの振興・参入促進及び公私協働の実現  

○ 福祉、保健、医療と生活関連他分野との連携方策   

3 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項  
○ 地域住民、ボランティア団体、NPO法人等の活動への支援  
○ 住民等の関心喚起、意識の向上と主体的参加の促進  

○ 地域福祉を推進する人材の養成  

援計画（第108条）  

次に掲げる事項を一体的に定める計画を策定  

1市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項  

○ 市町村や市町村が実施する広域事業に対する支援  

○ 管内の福祉サービスに関する情報の収集及び提供システムの構築   

2 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項  

○ 人材の確保や福祉従事者に対する研修体制の整備等  

3 福祉サービスの適切な利用の促進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発   

達のための基盤整備に関する事項  

○ 市町村が実施する福祉サービスの相談支援体制及び供給基盤整備の促進等  

・社会福祉法人、非営利組織、民間事業者等への経営指導方策  

・サービスの質の評価等の実施方策  

・広域的事業及び専門性が高い事業の情報提供及び相談体制の確保  

・地域福祉権利擁護事業（平成19年度より日常生活自立支援事業）、苦情解決制  

度等の実施体制の確保  

「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画策定指針の在り方について」（平成14  
年1月28日社会保障審議会福祉部会報告）より  
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○ 法に定める計画に盛り込むべき事項の詳細については、以下により通知。  

＜平成14年4月1日 社会・援護局長通知＞  

「地域福祉計画の策定について」  

＊「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画策定指針の在り方  

について」（平成14年1月28日社会保障審議会福祉部会報告）をまとめ、各  

都道府県知事に通知。  

＜平成19年8月10日 社会・援護局長通知＞   

「市町村地域福祉計画の策定について」  

＊ 災害時等にも対応する要援護者支援方策として、日頃からの要援護者情報  

の適切な把握と関係機関間の共有が必要であることから、地域における要援  

護者に係わる情報の把握・共有及び安否確認方法等を市町村地域福祉計画  

に盛り込む旨を各都道府県知事に通知。  

018年度中の策定は、33．8％、（策定予定を含めると59．6％）  

○ 市区部と町村部を比較すると町村部の策定が遅れている。  

・市区部は、48．9％（策定予定＊1を含めると78．4％）  

・町村部には、22．3％（策定予定を含めると45．0％）  

＊1策定予定は、策定予定時期を明確にしている自治体  

1 惰町村地け■刊l祉書†滞  

】け   
穐わってLヽる   

1廿Ⅷ乙  283  109  28了  629  1フ3  802  
35．3篤  13、も％  29．6‰   7乱4鴇   21．6％   100％   

5了1   t O38  ■r村  139  9皇  236  ヰ87  
13．4％   8、9％   22，7％   45．0％  55．0％  100ヽ   

■†  422  20l  473  10g6  了44  1840  

ヱ ］払主■府讐■地域‡暮址支線】け召旨  

平成18年10月1日現在  

社会・援護局地域福祉課調べ  
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都道府県別市町村地域福祉計画策定状況（平成18年10月1日現在）  0平良l咋虞以■に1宝すも予定  

一事■ll雫■以内に義士欄書わるチき  

白▼虞l蜂8月集までに■量ヌみ  

地域で受け止める   

（ソーシャルインクルージョン）  

○地域でなければ「見えないニーズ」  

O「地域移行」という要請  

○高齢者対策→  

丁地域で排除されがちな人々」への対応  
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「顔が見える」地区単位の活動  

O「見守り■声かけ」の重要性  

一近隣の重要性  

■日常の生活圏域   

・「地域密着・小規模多機能」が政策の方向  

○ 住民が主体となって活動できる単位  

■「地縁による団体」  

＝町内会・自  
仏A  
′ロコ冥  
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自治会■町内会の役員等に対する大臣表彰について  

○ 今年度から、自治会・町内会等の役員として率先して地域福祉活動に取   
り組んできた方々に対する厚生労働大臣表彰を実施  

○ 一人暮らしの高齢者の見守りなど、地域での福祉活動の担い手として、   
長く活躍している自治会一町内会の役員を「地域福祉活動功労者」として   

新たに表彰の対象に加えたもの。  

○ 大臣表彰は、秋の「全国社会福祉大会」において実施  

○ 今後も各市町村からの積極的な推薦にご協力をお願いいたします。 

～「社会福祉功労者厚生労働大臣表彰実施要領」より抜粋～  

第6 地域福祉活動功労者表彰   

1趣旨  

この表彰は、自治会、町内会等の町又は字の区域その市町村の一定の区域に住所を有する者の地   

縁に基づいて形成された団休（以下本要領中「地縁による団体」という。）の役員として、永年地域福祉活   

動を率先して行っている看であってその功績が特に顕著であると認められるものに対して行うものである  

こと。   

2 被表彰者の範囲 ～抜粋～  

く1）地縁による団体の役員として、地域福祉の推進のために過去20年以上にわたり率先して活動を  

行い、現在なお活躍中のもの。   

（2）年齢50歳以上の者。   
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中学校区単位で考えると  

○中学校の数  10，992校  

01中学校区の人口 11，632人  

○多くの地域資源  

○公的な介護・福祉サービス（フォーマルサービス）  

○住民の自主的・自発的な「福祉活動」  
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日常生活圏域の実情（中学校区の場合）  全国の中学校数：10．992按  

1 介  「  ＼ ／  
／
 
 
■
 
 
■
 
 
－
 
 
■
 
 
－
 
 
■
 
 

－、                           ／  

2g傷4．759万円  

く住民一人あたリ25万  
円）  

（要介護認定者一人あたリ154万   介護保険給付貴  

（被保護者一人あた  

リ  

‾■‾▼■…‥‾■■－‥‾■■ 

身体障害者  436人  

共同募金収入   171万円  
（1自治会・町内会あたり11万円）   

杜協会嚢・寄付金収入  171万円   （1自治会・町内会あたリ11万円）   
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住民の福祉活動  

○支援を必要とする人々への援助活動  
・身近な相談  

・安否確認・情報提供（見守り・声かけ活動）  

・日常生活支援＝簡易なボランティア活動  

話し相手】買い物■通院介助・薬取り  

ゴミ出し・電球の交換など  

○グループによる援助活動  

・ふれあいサロン・ミニデイサービス・世代間交流  

・子育てサロン・会食会など  
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地域での福祉活動を支えるために  

○ 中学校区で考える   

・システム   

t地域琴源   

・投入責用  

○住民主体を支えるために必要な要素  

t活動の拠点   

・必要なメニューと資金   

・コーディネーター   
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・簡易なボランティア活 

tグループ援助活動  

地域福祉の意義  

○インフォーマルケアの役割   

・「過度な事業化」の問題   

・フォーマルケアとインフォーマルケアの  

組み合わせ   

・求められる「生活便利屋」機能  

○福祉をキーにしたコミュニティの再生  

■都市の高齢化への対応   

・コミュニティ、まちづくりという観点   

・住民参加：ボランティアヘのニーズ  
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地域福祉の振興ために   

一既存の制度の再構築－  

○民生委員  
＊  

○ボランティア  

○社会福祉協議会  
＊  

○サービス利用支援：「権利擁護事業」  

○生活福祉資金  
＊  

○地域福祉計画  

○共同募金  
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